
 

  

 

 

 

 

 

               

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

◆日 時 

２０２４年２月６日（火）  １３：0０～１３：３０ 開場・受付 

１３：３０～１６：３０ 研修会 

７日（水）    ９：３０～１０：００ 開場・受付 

１０：００～１２：００ 研修会 

◆会 場 

日本教育会館  8階「第一会議室」 

（〒101-0003東京都千代田区一ツ橋 2-6-2 ℡.03-3230-2831) 

◆対象者 

   全国の地域中小企業活性化に関わる市区町村及び中小企業支援機関等の担当者 

◆申込方法 

（公財）全国中小企業振興機関協会のホームページ 下記URLからお申込みください 

http://www.zenkyo.or.jp/training/kasseika/index.htm 

開 催 概 要 

2 月６日（火）  

◆事例発表Ⅰ 

「長野県産業振興機構の取組みについて」   

  （公益財団法人長野県産業振興機構  経営支援部  次長  三島  誠司  氏）  

◆事例発表Ⅱ 

「強みを知って新しく生まれ変わるための産業振興」  

（墨田区  福祉保健部  厚生課  厚生係  係長  大島  俊也  氏）  

 ＜前・産業観光部  産業振興課  産業振興担当＞  

◆事例発表Ⅲ 

「人を大切にする経営」  

（株式会社シンコーメタリコン 代表取締役  立石  豊  氏）  

2 月７日（水）      

◆「経済産業省中小企業庁」施策説明  

「令和６年度中小企業・小規模事業者関連施策の概要」  

（経済産業省  中小企業庁  担当官）  
◆事例発表Ⅳ 

「コア技術の掘り下げによる事業領域の拡大」  

（株式会社アルファーテック 代表取締役社長  大野  和実  氏）  

 

 

 

 

プ ロ グ ラ ム 

 

中 小 企 業 活 性 化 担 当 者 研 修 会

事業環境のめまぐるしい変化に柔軟に対応し、持続的な経営を 

実現していくための方策を探る（考える）  

 

主催：公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 

参加費 

無料 

 

 

※詳細は開催要領をご覧ください。 

お問い合わせ先 公益財団法人 全国中小企業振興機関協会 

人材育成・施策情報提供グループ 

〒104-0033 東京都中央区新川２－１－９ TEL03-6228-3308 

 Email：jyouhou@zenkyo.or.jp 

 

 

http://www.zenkyo.or.jp/training/kasseika/index.htm


中小企業活性化担当者研修会について 

 

1. 過去３年間の参加実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 参加した方からのご感想 

 

 

 

  

・事例も含めて現状の中小企業施策の整理を行うのに、大変参考になった。 

 

・中小企業・小規模事業者関連施策の概要がとても参考となり、今後の新たな施策 

の展開、中小企業支援に活かしていきたい。 

 

・タイムリーな講演内容で行政機関として、今後の取り組みや、中小企業の支援のあ 

り方を検討するうえで、大変参考になった。 

 

・研修会を通じて事業環境の変化に柔軟に対応し、実践していくことが重要である 

と実感した。 

 

・中小企業の経営課題については、業種、分野、社会情勢等の違いにより一律に整理

できない中で、行政、支援機関などは、少しでも企業にとって役に立つ情報等はな

いかとアンテナを張っているのが現状です。成功体験の蓄積により留意点などが

みえてくると思われますので、切り口を変えつつ研修会を続けて頂きたい。 

 

・大変有意義な研修会であり、次年度以降、担当者に受講させたいと思った。  

 

２０２０年度 ４６３組織（７０７名）・ＷＥＢによる録画配信 

    ２４経済産業局・都道府県（２４名） 

   ２４６市区町村（２７０名） 

   ９４中小企業支援センター等（８０名） 

   ９９信用金庫等（３３３名） 

 

２０２１年度 ２６９組織（４２１名）・ＷＥＢによる録画配信 

    ２９都道府県（４２名） 

   １２５市区町村（１３８名） 

   ８９中小企業支援センター等（２１３名） 

   ２６信用金庫（２８名） 

 

２０２２年度 １９７組織（２８２名）・ＷＥＢによる録画配信 

    １６都道府県（２８名） 

   １０６市区町村（１１７名） 

   ５５中小企業支援センター等（１１６名） 

   ２０信用金庫（２１名） 

 


